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特別養子制度部会 参考資料２－１

参考条文集

○ 民法（明治２９年法律第８９号）

第四編 親族

第三章 親子

  第一節 実子

  第二節 養子

   第一款 縁組の要件（第七百九十二条―第八百一条）

（十五歳未満の者を養子とする縁組）

第７９７条 養子となる者が十五歳未満であるときは、その法定代理人が、これに

代わって、縁組の承諾をすることができる。

２ 法定代理人が前項の承諾をするには、養子となる者の父母でその監護をすべき

者であるものが他にあるときは、その同意を得なければならない。養子となる者

の父母で親権を停止されているものがあるときも、同様とする。

   第二款 縁組の無効及び取消し（第八百二条―第八百八条）

   第三款 縁組の効力（第八百九条・第八百十条）

   第四款 離縁（第八百十一条―第八百十七条）

   第五款 特別養子（第八百十七条の二―第八百十七条の十一）

（特別養子縁組の成立）

第８１７条の２ 家庭裁判所は、次条から第８１７条の７までに定める要件がある

ときは、養親となる者の請求により、実方の血族との親族関係が終了する縁組（以

下この款において「特別養子縁組」という。）を成立させることができる。

２ 前項に規定する請求をするには、第７９４条又は第７９８条の許可を得ること

を要しない。

（養親の夫婦共同縁組）

第８１７条の３ 養親となる者は、配偶者のある者でなければならない。

２ 夫婦の一方は、他の一方が養親とならないときは、養親となることができない。

ただし、夫婦の一方が他の一方の嫡出である子（特別養子縁組以外の縁組による

養子を除く。）の養親となる場合は、この限りでない。

（養親となる者の年齢）

第８１７条の４ 二十五歳に達しない者は、養親となることができない。ただし、
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養親となる夫婦の一方が二十五歳に達していない場合においても、その者が二十

歳に達しているときは、この限りでない。

（養子となる者の年齢）

第８１７条の５ 第８１７条の２に規定する請求の時に六歳に達している者は、養

子となることができない。ただし、その者が八歳未満であって六歳に達する前か

ら引き続き養親となる者に監護されている場合は、この限りでない。

（父母の同意）

第８１７条の６ 特別養子縁組の成立には、養子となる者の父母の同意がなければ

ならない。ただし、父母がその意思を表示することができない場合又は父母によ

る虐待、悪意の遺棄その他養子となる者の利益を著しく害する事由がある場合は、

この限りでない。

（子の利益のための特別の必要性）

第８１７条の７ 特別養子縁組は、父母による養子となる者の監護が著しく困難又

は不適当であることその他特別の事情がある場合において、子の利益のため特に

必要があると認めるときに、これを成立させるものとする。

（監護の状況）

第８１７条の８ 特別養子縁組を成立させるには、養親となる者が養子となる者を

六箇月以上の期間監護した状況を考慮しなければならない。

２ 前項の期間は、第８１７条の２に規定する請求の時から起算する。ただし、そ

の請求前の監護の状況が明らかであるときは、この限りでない。

（実方との親族関係の終了）

第８１７条の９ 養子と実方の父母及びその血族との親族関係は、特別養子縁組に

よって終了する。ただし、第８１７条の３第２項ただし書に規定する他の一方及

びその血族との親族関係については、この限りでない。

（特別養子縁組の離縁）

第８１７条の１０ 次の各号のいずれにも該当する場合において、養子の利益のた

め特に必要があると認めるときは、家庭裁判所は、養子、実父母又は検察官の請

求により、特別養子縁組の当事者を離縁させることができる

一 養親による虐待、悪意の遺棄その他養子の利益を著しく害する事由があるこ

と。

二 実父母が相当の監護をすることができること。

２ 離縁は、前項の規定による場合のほか、これをすることができない。

（離縁による実方との親族関係の回復）

第８１７条の１１ 養子と実父母及びその血族との間においては、離縁の日から、

特別養子縁組によって終了した親族関係と同一の親族関係を生ずる。

第四章 親権

  第一節 総則（第八百十八条・第八百十九条）

  第二節 親権の効力（第八百二十条―第八百三十三条）
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  第三節 親権の喪失（第八百三十四条―第八百三十七条）

（親権喪失の審判）

第８３４条 父又は母による虐待又は悪意の遺棄があるときその他父又は母による

親権の行使が著しく困難又は不適当であることにより子の利益を著しく害すると

きは、家庭裁判所は、子、その親族、未成年後見人、未成年後見監督人又は検察

官の請求により、その父又は母について、親権喪失の審判をすることができる。

ただし、二年以内にその原因が消滅する見込みがあるときは、この限りでない。

（親権停止の審判）

第８３４条の２ 父又は母による親権の行使が困難又は不適当であることにより子

の利益を害するときは、家庭裁判所は、子、その親族、未成年後見人、未成年後

見監督人又は検察官の請求により、その父又は母について、親権停止の審判をす

ることができる。

２ 家庭裁判所は、親権停止の審判をするときは、その原因が消滅するまでに要す

ると見込まれる期間、子の心身の状態及び生活の状況その他一切の事情を考慮し

て、二年を超えない範囲内で、親権を停止する期間を定める。

（管理権喪失の審判）

第８３５条 父又は母による管理権の行使が困難又は不適当であることにより子の

利益を害するときは、家庭裁判所は、子、その親族、未成年後見人、未成年後見

監督人又は検察官の請求により、その父又は母について、管理権喪失の審判をす

ることができる。

（親権喪失、親権停止又は管理権喪失の審判の取消し）

第８３６条 第８３４条本文、第８３４条の２第１項又は前条に規定する原因が消

滅したときは、家庭裁判所は、本人又はその親族の請求によって、それぞれ親権

喪失、親権停止又は管理権喪失の審判を取り消すことができる。

（親権又は管理権の辞任及び回復）

第８３７条 親権を行う父又は母は、やむを得ない事由があるときは、家庭裁判所

の許可を得て、親権又は管理権を辞することができる。

２ 前項の事由が消滅したときは、父又は母は、家庭裁判所の許可を得て、親権又

は管理権を回復することができる。

○ 家事事件手続法（平成２３年法律第５２号）

第２編 家事審判に関する手続

第２章 家事審判事件

  第７節 親子に関する審判事件  

   第６款 特別養子縁組に関する審判事件（第百六十四条―第百六十六条）

（特別養子縁組の成立の審判事件）
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第１６４条 特別養子縁組の成立の審判事件は、養親となるべき者の住所地を管轄

する家庭裁判所の管轄に属する。

２ 第１１８条の規定は、特別養子縁組の成立の審判事件（当該審判事件を本案と

する保全処分についての審判事件を含む。）における養親となるべき者及び養子と

なるべき者の父母について準用する。

３ 家庭裁判所は、特別養子縁組の成立の審判をする場合には、次に掲げる者の陳

述を聴かなければならない。この場合において、第一号に掲げる者の同意がない

にもかかわらずその審判をするときは、その者の陳述の聴取は、審問の期日にお

いてしなければならない。

一 養子となるべき者の父母

二 養子となるべき者に対し親権を行う者（前号に掲げる者を除く。）及び養子と

なるべき者の未成年後見人

三 養子となるべき者の父母に対し親権を行う者及び養子となるべき者の父母の

後見人

４ 家庭裁判所は、特別養子縁組の成立の申立てを却下する審判をする場合には、

養子となるべき者に対し親権を行う者及び養子となるべき者の未成年後見人の陳

述を聴かなければならない。

５ 特別養子縁組の成立の審判は、第７４条第１項に規定する者のほか、第３項第

２号及び第３号に掲げる者に告知しなければならない。

６ 特別養子縁組の成立の審判は、養子となるべき者に告知することを要しない。

７ 家庭裁判所は、特別養子縁組の成立の審判をする場合において、養子となるべ

き者の父母が知れないときは、養子となるべき者の父母、養子となるべき者の父

母に対し親権を行う者及び養子となるべき者の父母の後見人の陳述を聴くこと並

びにこれらの者にその審判を告知することを要しない。

８ 次の各号に掲げる審判に対しては、当該各号に定める者は、即時抗告をするこ

とができる。

一 特別養子縁組の成立の審判 養子となるべき者の父母、養子となるべき者に

対し親権を行う者で養子となるべき者の父母でないもの、養子となるべき者の

未成年後見人、養子となるべき者の父母に対し親権を行う者及び養子となるべ

き者の父母の後見人

二 特別養子縁組の成立の申立てを却下する審判 申立人

（特別養子縁組の離縁の審判事件）

第１６５条 特別養子縁組の離縁の審判事件は、養親の住所地を管轄する家庭裁判

所の管轄に属する。

２ 第１１８条の規定は、特別養子縁組の離縁の審判事件（当該審判事件を本案と

する保全処分についての審判事件を含む。）における養親、養子及びその実父母に

ついて準用する。

３ 家庭裁判所は、特別養子縁組の離縁の審判をする場合には、次に掲げる者の陳

述を聴かなければならない。この場合において、第１号から第３号までに掲げる
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者の陳述の聴取は、審問の期日においてしなければならない。

一 養子（十五歳以上のものに限る。）

二 養親

三 養子の実父母

四 養子に対し親権を行う者（第二号に掲げる者を除く。）及び養子の後見人

五 養親の後見人

六 養子の実父母に対し親権を行う者及び養子の実父母の後見人

４ 家庭裁判所は、特別養子縁組の離縁の申立てを却下する審判をする場合には、

次に掲げる者の陳述を聴かなければならない。

一 養子の実父母（申立人を除く。）

二 養子に対し親権を行う者及び養子の後見人

三 養子の実父母に対し親権を行う者及び養子の実父母の後見人

５ 特別養子縁組の離縁の審判は、第７４条第１項に規定する者のほか、第３項第

４号から第６号までに掲げる者に告知しなければならない。

６ 特別養子縁組の離縁の審判は、養子の年齢及び発達の程度その他一切の事情を

考慮して養子の利益を害すると認める場合には、養子に告知することを要しない。

７ 次の各号に掲げる審判に対しては、当該各号に定める者（第１号にあっては、

申立人を除く。）は、即時抗告をすることができる。

一 特別養子縁組の離縁の審判 養子、養親、養子の実父母、養子に対し親権を

行う者で養親でないもの、養子の後見人、養親の後見人、養子の実父母に対し

親権を行う者及び養子の実父母の後見人

二 特別養子縁組の離縁の申立てを却下する審判 申立人

８ 養子による特別養子縁組の離縁の審判に対する即時抗告の期間は、養子以外の

者が審判の告知を受けた日（二以上あるときは、当該日のうち最も遅い日）から

進行する。

（特別養子縁組の成立の審判事件等を本案とする保全処分）

第１６６条 家庭裁判所（第１０５条第２項の場合にあっては、高等裁判所。第３

項及び第４項において同じ。）は、特別養子縁組の成立の申立てがあった場合にお

いて、養子となるべき者の利益のため必要があるときは、当該申立てをした者の

申立てにより、特別養子縁組の成立の申立てについての審判が効力を生ずるまで

の間、申立人を養子となるべき者の監護者に選任し、又は養子となるべき者の親

権者若しくは未成年後見人の職務の執行を停止し、若しくはその職務代行者を選

任することができる。

２ 前項の規定による職務の執行を停止する審判は、職務の執行を停止される親権

者若しくは未成年後見人、養子となるべき者に対し親権を行う者若しくは他の未

成年後見人又は同項の規定により選任した職務代行者に告知することによって、

その効力を生ずる。

３ 家庭裁判所は、いつでも、第１項の規定により選任した職務代行者を改任する

ことができる。
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４ 家庭裁判所は、第１項の規定により選任し、又は前項の規定により改任した職

務代行者に対し、養子となるべき者の財産の中から、相当な報酬を与えることが

できる。

５ 前各項の規定（養子となるべき者の監護者を選任する保全処分に関する部分を

除く。）は、特別養子縁組の離縁の審判事件を本案とする保全処分について準用す

る。


